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全体概要

No.2 溶融スラグの再生利用等技術の実証
実施代表者：株式会社大林組

福島県双葉郡大熊町(技術実証フィールド)、
双葉町、郡山市。千葉県佐倉市

事業の主な実施場所

１．実証のフロー（図1参照）
室内試験を実施して溶融スラ
グおよびそれを用いた再生利用
品の品質を確認した。
試験結果にもとづいて試験
ケースを設定し、試験施工等、
各種モニタリングを実施している。

２．試験目的（表1参照）
・溶融スラグを用いた再生利
用品の施工方法、品質管理
方法等を実証する。
・試験施工や屋外暴露試験
を行い、施工中・供用中の
安全性、安定性を評価する。

双葉町仮設焼却第一施設および双葉町
仮設灰処理第一施設では、除染廃棄物等
やその焼却灰等をシャフト炉および表面溶
融炉を用いて溶融処理し、安定した高品質
の溶融スラグが生成されている。
本実証は、当該施設で生成される溶融ス
ラグの再生利用を円滑に進めるため、利用
用途（盛土材、路盤材、アスファルト舗装骨
材、コンクリート骨材）に応じた安全性、安
定性を評価することを目的としている。今年
度は、室内試験、試験施工等を実施した。

① 盛土・舗装道路・コンクリートに関する
室内試験（基準試験、配合試験等）

②盛土・舗装道路の試験施工
・施工方法、品質管理方法の実証
・盛土・舗装道路構築時、供用時に
おけるモニタリング

③コンクリート供試体の屋外暴露試験

実施内容

技術概要

図１ 実証事業のフロー

３．期待される効果
・除染廃棄物等から生成される溶融スラグを用いた再生利用品の安全性、
安定性を実証することで、溶融スラグを有効活用できる。

利用用途
目的

個別 共通

盛土
・長期的な盛土の安全性、安定性の評価
・浸出水の放射性物質濃度等の評価

【構造物構築・解体時】

作業員被ばく量、
粉じん濃度、
空間線量率の評価

【供用時】
空間線量率の評価

アスファルト舗装道路
（・アスファルト舗装
・路盤）

・道路の耐久性の評価
（舗装道路構造設計手法の適用性評価）
・表流水・浸透水の放射性物質濃度、
重金属濃度等の評価

コンクリート
・屋外暴露試験による供試体の耐久性の
評価

表１ 試験施工等の目的一覧表

３．まとめ
・室内試験結果にもとづいて試験施工のケースを設定し、各種モニタリングを行いながら盛土、アスファルト舗装道路の試
験施工を行った。
・試験盛土、舗装道路、コンクリート供試体のモニタリングを継続し、再生利用品の安全性、安定性を評価する。

１．試験施工で採用する試験ケースの設定
室内試験結果にもとづき、試験施工（盛土、舗

装道路）およびコンクリート供試体の屋外暴露

試験に用いる供試体の試験ケースを設定した

（表2～表4参照）。
２．試験施工等（技術実証フィールド内）
溶融スラグを用いた盛土および舗装道路を構

築し、施工時・供用時に表1（前掲）に示した試験

等を実施した。また、コンクリート供試体を同

ヤード内に保管し、屋外暴露試験を実施してい

る（図2～図5参照）。

盛土等施工時の作業員被ばく量は、最大でも

263μSv/99日＝2.7μSv/日であり、当地で設定

した許容値80μSv/日注)を大きく下回っていた。
注)一労働日の被ばく線量上限値として設定されている「5年で100mSv」

（国際放射線防護委員会（ICRP）の2007年勧告）を参考にした値

結果

図4 舗装道路断面図

図5 試験施工等実施状況（技術実証フィールドヤードNo.4）

（コンクリート暴露試験）

（試験盛土施工状況） （試験盛土施工完了状況）

図3 試験盛土断面図

図2 構造物等配置平面図

（アスファルト舗装道路）

名称 配 合（乾土質量比）

試験盛土①
シャフト炉スラグ（A)(50%)

除去土壌(50%)

試験盛土②
表面溶融炉（B)(50%)

除去土壌(50%)

表2 盛土の試験ケース 表3 舗装道路の試験ケース

表4 コンクリート供試体試験ケース

名称
スラグ
置換率

無配合 0%

シャフト炉スラグ(A) 50%

表面溶融炉スラグ(B) 50%

工区 1 2 3 4 5

As舗装
表層 A(10%) 0% A(15%)

基層 A(10%) 0% A(15%)

路盤
A
100%

B
75%

0%
A
100%

B
75%

注）・A:シャフト炉スラグ、B：表面溶融炉スラグ
・表層：密粒度アスファルトコンクリート(13)
・基層：粗粒度アスファルトコンクリート(20)
（）内はスラグ配合率(%)＝（スラグ質量）／（全骨材質量）
路盤欄百分率
：スラグ置換率（%）＝
（スラグ重量）／（スクリーニングス＋スラグ重量）

路床安定処理（t=1000mm）

1,000 1,0004,000

6,000

砕石層（集水層）

遮水シート等

アスファルト舗装

（t=90mm）

路盤（t=100mm）

2工区 1工区

3工区

4工区

5工区

42,000

1
2
,5
0
0

4
2
,0
0
0

2
4
,0
0
0

4,000

16,000

4
,0
0
0

舗装道路

試験盛土②

試験盛土①

1
2
,5
0
0

12,500

N

コンクリート
供試体置場

周回道路（敷鉄板敷設など）

注）・スラグ置換率：細骨材中の溶融スラグの割合

盛土材
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全体概要

実施内容

事業の主な実施場所

技術概要

No.３ 除去土壌の20μm程度での物理的分級による減容化の実証
実施代表者：セイスイ工業株式会社

中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検
討会（第9回）において、土壌C（高度分級技術により得ら
れた生成物が中間貯蔵施設への搬入開始30年後（2045
年）に8,000Bq/kg以下）の数量が133.7万m3、土壌D（土壌
Cより高濃度）が10.6万m3と推計されている。放射性セシウ
ムは微細な粘土粒子に多く吸着されているため、デカンタ
式遠心分離機を用いて、通常の分級点75μmよりも細か
い粒径20μm程度で細粒分と粗粒分を分離し、粗粒分を
再生資材として利用することで、最終処分する土壌量の減
容化が期待される。

農地表層部から採取した土壌を水と混合させて泥水にし、
サイクロン付き振動篩機を使い75μmで分級した濃度10％
の泥水に非放射性セシウムを添加、攪拌して試験用泥水を
準備する。この泥水に対し、デカンタ式遠心分離機の分級
点を通常の分級点75μmよりも細かい粒径20μm程度に設
定し、複数回繰り返し洗浄と分級を行う。それにより、20μm
未満の細粒分にセシウムが濃縮することで、新たに20μm
～75μmの分画の再生利用が増えることが期待できる。こ
れらの基礎データを取得するため、本試験では、分級処理
後土壌の非放射性セシウム濃度、粒径20μm以上の粗粒
分の回収率、細粒分混入率、減容率等の検証を行った。

千葉県千葉市若葉区上泉町424-18
セイスイ工業株式会社本社地内
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土壌1

図２ 処理フロー図

１．成果目標
（１）予備試験
本試験に向けた最適な条件を
抽出する。
（２）本試験
分級処理後土壌の粒径20μm
以上の粗粒分回収率90％以上、
粒径20μm未満の細粒分混入
率30％以下、非放射性セシウ
ム濃度低減率、減容率等の基
礎データを取得することを目的
とする。
２．期待される効果
最終処分量の低減.

図１ 試験フロー

結果
１．試験結果
（１）予備試験
農地由来の試験土壌で試験を実施した。

本体回転数、差速回転数、オリフィスの調整により粗粒分回収率、
細粒分混入率、細粒分混入率が最も低い条件を本試験の条件とし
て採用した。

（２）本試験
異なる2種類の試験土壌を用いて分級試験を実施した。

（ａ）細粒分混入率

農地由来の試験土壌では、2回の分級処理で20μm未満の細粒
分混入率20％以下を達成した。
山間部の赤土では1回の分級で20％以下を達成した。
分級2回目以降の分級土は、５μm未満の細粒分混入率が０％
であった。
（ｂ）粗粒分回収率

農地由来の試験土壌では、1回目の分級で60％程度となり2回目
以降の分級では95％程度となった。

山間部の赤土の試験土壌では、1回目の分級で44％程度となり2
回目の分級では83％程度、 3回目の分級では90％程度となった。
粗粒分回収率が予備試験より低下した要因は、予備試験では泥
水を繰り返し使用したために粗粒分と細粒分の固着が減少して
いたこと、予備試験より泥水濃度を高くしたために粒径20μm以
上の粗粒分の排出が間に合わず分離水側に流出したこと、粗粒
分が粒子間摩擦により減少したことで回収率が低下した。回収率
は、差速モーターの回転数を高くし掻き出し速度を速くすることで
向上した。
（ｃ）非放射性セシウム濃度低減率
細粒分混入率が低いほど非放射性セシウム濃度は低減したが、
粗粒分濃度比（粗粒分の非放射性セシウム濃度/細粒分の非放
射性セシウム濃度）が46.4％、細粒分混入率が18.3%のときに洗
浄後泥水から分級土の濃度低減率は40.2%であった。

２．試験結果の評価
（１）デカンタ式遠心分離機の分級評価

粗粒分回収率は、粗粒分と細粒分の固着が多いとデカンタ式遠心分離
機内部で粗粒分が減少するため、予め固着をなくした状態で分級を行う
と回収率は向上する。細粒分混入率は、3回の分級を行うことで20％以下
にできたが、非放射性セシウム濃度は、粗粒分の非放射性セシウム濃度
が高かったために40%程度の低減率となった。
今回の実証試験より再生利用することは可能と判断した。
（２）物質収支の評価

物質収支は、福島県内の土壌を分級した場合を想定し、農業環境技術研
究所報告 第３４号（２０１５）表３「二本松市旧小名浜町における粒径組
成」を参考にし、試験結果を元に土壌1万t当たりで評価をする。分級回数
は、3回で評価する。

土壌
1万ｔ 5,226m3

解泥水
3万ｔ（再生分を含む）

解泥処理 サイクロン分級処理
分級土壌(再生利用）
6,955ｔ、 3,595m3

サイクロン分級後泥水
33,045ｔ 31,631m3

1回目遠心分離機分級土
2,213ｔ 1,471m3

2回目遠心分離機分級土
1,710ｔ 1,137m3

解泥処理

図３ 物質収支
（３）コスト評価

汚染土壌をサイクロンで分級した後の泥水をデカンタ式遠心分離機で分級処
理する場合、仮設設備コストの概算見積りを行った。条件として120t/h（20t/
台）、7h/日、25日/月、5ヵ月間とした。
結果、除去土壌1t当たり22,400円の処理費用となった。

まとめ

デカンタ式遠心分離機により20μm未満の細粒分混入率を20％以下にできたことで20μm程度での分級による効果は実証できた。土壌の種類により粗
粒分回収率の差はあるが今回実証した技術が減容化に有効であることを確認した。課題として、粗粒分に固着した細粒分を分級前に分散させる技術が
必要である。また、セシウム濃度低減率は、粗粒分のセシウム濃度による影響が大きいため分級処理を行う前に粗粒分のセシウム濃度の検討が必要。

3回目遠心分離機分級土(再生利用）
1,544ｔ 1,027m3

解泥処理

266001
テキスト ボックス
付録1－3－1


266001
テキスト ボックス
付録1－3－2




266001
テキスト ボックス
付録1－4－1


266001
テキスト ボックス
付録1－4－2




OH

5%
B

6h

Cs

3,000G

G

2,000G

C 2.57 Bq/kg 131.8 m3

C

Cs

20
Cs

20 m
20 Cs

50L

60g/h
COD TOC

250L
LC-OCD

G

SEM-EDX

H2 23 3

3

H2 2

H2 23
H2 2

50mol%

20L/min 100G 400G 800G 1,600
G 1,000G 20

5% 250L -1
30 50%

-1

-3
LC-OCD

-4
50L/min

20L/min 50L/min 100G 400G

-5 50 80%
10 40%

68.5% 88%

2

SEM-EDX

50mol%-O3

2,000G

N.D 3.0Bq/L

Cs
COD TOC SEM-EDX LC-OCD

G 100G
2

1 24

1 2 3 4 5 6

COD
TOC

-10
0

10
20
30
40
50
60
70
80
90

400G 400G 200G 400G 200G 100G 400G 200G 100G 400G 200G 100G 400G 200G 100G

1 2 3

4.87 

7.31 

6.09 

2.92 

1.22 

3.85 

2.66 

0.17 

2.51 

4.51 

2.40 

0.85 

0.00 

2.51 

1.12 

0.33 0.12 

1.67 

0.71 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

266001
テキスト ボックス
付録1－5－1


266001
テキスト ボックス
付録1－5－2




GeoMelt®ICVTM

2
GeoMelt®ICVTM

C.C
Cs

1.

C.C
2 2

2.

Cs 2

3.
1

4.
2 3

Cs

4713

1.GeoMelt®

1

C.C
TOF)

2.
2 2

1 3

3.
Cs

Cs Cs 90%

70%

X
4.

GeoMelt®ICVTM Cs
Cs

No.6 GeoMelt®ICVTM

1 C.C

2

1.
1 C.C
2 2

2.
SiO2 Al2O3

2 1
3.

TOF
4.

Cs
Cs 90%

99.5% 2

70% 3

2
XRD X

3

4

Cs 90% 70%
X GeoMelt®ICVTM

1
1

4 X

3 X RUN1

2 Cs
Cs

3

2

4

RUN1 RUN2 RUN3

kg 9.82 9.95 9.98 9.95

mL 12,753 12,922 13,307 12,438

mL 3,731 3,723 3,654 3,724

% 70.74 71.18 72.54 70.07
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No.8
  Cs   

K
Cs

Cs

Cs

K Cs
1/10

Cs

Cs

JESCO

Cs K
K/Cs /10

1

Cs ( )

Cs

G311 3.9 10-6 g/cm2/day 3 4

Cs

K
Cs 3.5 ppm 4 PB-MC CuHCF Cs

NiHCF Cs [Cs]/[K] KCs/K

KCs/K PB-MC 529 CuHCF 2203 Cs 8927 NiHCF 9625 K
NH4

+ K PB-MC CuHCF NH4
+ K [Cs]/[K]

PB-MC [Cs]/[K] = 9.33 CuHCF [Cs]/[K] 34.5 [Cs]/[K] 10 Cs
10 wt% K Cs K

K Cs

Cs
Cs V-50

1 Cs (36%)

Cs

3
0.37 0.26 0.20 /h CuHCF

15966 Bq Cs 1132 Bq Cs 15392 Bq
557 Bq 3 % Cs

1. Cs
2.Cs 3. Cs Cs

Cs

100

10 10

Cs Cs Cs

K PB-MC CuHCF NH4
+ K PB-

MC [Cs]/[K] = 9.33 CuHCF [Cs]/[K] 34.5 [Cs]/[K] 10
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Cs

Cs

1,470kPa

Cs

5cm
1.3cm

•

0
5

10
15
20

Ca Al Si2

1.E-05
1.E-04
1.E-03
1.E-02
1.E-01
1.E+00
1.E+01
1.E+02
1.E+03
1.E+04

1.E+00 1.E+01 1.E+02 1.E+03 1.E+04
[y]

1,470kPa Cs
10 Sv/y

•
•

•
200L

1/10 20L

2

1

2

• 2 1 Al Si
1 Ca

SiO2 K2O H2O mol
MK1 2

1 1 11 2.5 7.5 0

1 1 13 2.5 7.5 0

SiO2 K2O H2O
mol

1

[kPa]

2

[%]

1 1 11 2.5 7.5 0
3 5,060

4 5,620
48
24

1 1 13 2.5 7.5 0 4,850
5,120

37
23

1 MK= 2

1 1,470kPa
2 Cs 79.9%

3 =
4 =

20L

1 1 13

•

10 Sv/y

M=2.28 108kg

M=9.90 107kg
R=150,000Bq/kg

M=3.30 107kg

M=3.60 108kg
R=41,250Bq/kg

200L

1

1 Al

2 Si
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